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GX実現に向けたエネルギー政策の動向
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⽇本の化⽯燃料の輸⼊先（2022年速報値）

原油輸⼊先・量 LNG輸⼊先・量 ⽯炭輸⼊先・量

中東依存度 ︓94.1%
ロシア依存度 ︓ 1.5%
海外依存度 : 99.7%

中東依存度 ︓9.4%
ロシア依存度 ︓9.5%
海外依存度 : 97.8%

ロシア依存度 ︓6.3%
海外依存度 : 99.7%

（出典）財務省貿易統計、資源エネルギー庁総合エネルギー統計（海外依存度）

脱炭素安定供給 経済成⻑

5









最近の⽯炭価格動向
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 輸⼊側では、Covid-19からの経済回復と需要増に加え、ロシアに対する制裁として⽯炭輸⼊のフェーズアウ
トや禁⽌などから、市場構造に変化が⽣じ、輸出側としては、供給⼒が不⾜するという構造的な背景の中、
2022年は、⼀般炭・原料炭ともに⾼騰を⾒せた。

 ⾜下の⽯炭のスポット価格については、天然ガス価格の値下がりも受け、下落している。

脱炭素安定供給 経済成⻑



⽇本の化⽯燃料輸⼊⾦額・輸⼊量の推移

（注釈）化⽯燃料は、⽯炭及びコークス及び練炭・⽯油及び⽯油製品・天然ガス及び製造ガスを指す。
（出典）貿易統計を基に経済産業省作成。

（兆円） （億トン）

 2020年-2022年の化⽯燃料輸⼊額・輸⼊量を⽐較した場合、化⽯燃料輸⼊量の変化は⼩さい⼀⽅で、
化⽯燃料輸⼊額は22.2兆円増額しており、国富の流出増加に繋がっている。
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脱炭素安定供給 経済成⻑







諸外国におけるGXへの政府⽀援

諸外国によるGX投資⽀援（例）

出典︓各国政府公表資料を基に作成。 ※換算レートは1＄＝135円、1€＝136円等（基準外国為替相場・裁定外国為替相場（2022年10⽉分適⽤）） 13

脱炭素安定供給 経済成⻑

 世界では、カーボンニュートラル（CN）⽬標を表明する国・地域が急増し、そのGDP総計は世界全体の
約94％を占める。こうした中、既に欧⽶をはじめとして、排出削減と経済成⻑をともに実現するGX（グリー
ントランスフォーメーション）に向けた⼤規模な投資競争が激化。

⇒ GX投資等によるGXに向けた取組の成否が、企業・国家の競争⼒に直結する時代に突⼊



１．再エネ発電
（投資減税・⽣産⽐例型

税額控除︓約650億$）

３．クリーン⽔素の製造
（投資減税・⽣産⽐例型税額控除
︓約130億$）

⽶国のインフレ削減法による投資⽀援の例

２．原⼦⼒発電
（⽣産⽐例型税額控除︓

約300億$）

４．製造業向けクリーンエネルギー投資
（⽣産⽐例型税額控除・補助⾦・融資︓

約400億$）
• 蓄電池セル︓35$/kWh

※その他太陽光パネル、⾵⼒タービン等

５．多排出産業
（補助⾦・政府調達︓約90億$）
• 低炭素燃料等の先端技術を活⽤

した製造設備導⼊への補助⾦

６．炭素回収・貯留
（⽣産⽐例型税額控除︓約30億$）

⽔素製造装置

太陽光発電
蓄電池

鉄鋼業（電炉）

• クリーン⽔素の⽣産量に応じ
て税額控除

• 最⼤控除額︓ 3$/kg

• CCS︓17-85$/t-CO2
• CCU︓12-60$/t-CO2
• DACCS︓36-180$/t-CO2

炭素回収・貯留施設

• 太陽光発電、地熱発電などの
設備投資等に対する税額控除

原⼦⼒発電

• 原⼦⼒発電︓
0.3-1.5セント/kWh

等
出所︓電⼒中央研究所、⽶国政府、その他各社公表情報を基に作成

脱炭素安定供給 経済成⻑

 気候変動対策やエネルギー安全保障に対して、10年間で総額50兆円程度の⽀援策を決定。
 サプライチェーンの各段階への⽀援策や、⽣産量に応じた税額控除など、世界的に⾒ても特徴的な⽀援措

置を講じるなど、⽇本だけでなく、ＥＵ企業の投資判断に⼤きな影響を及ぼし始めている。
※ 「インフレ削減法」とは、歳出を上回る歳⼊を確保することで、財政⾚字を10年間で総額40兆円程度削減し、中⻑期でインフレを抑制する効

果をもたらすことを踏まえたもの。
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 ウクライナ情勢によって、⽇本は、資源・エネルギーの安定的な確保に向けてこれまで以上に供給源の多様化・
調達の⾼度化等を進めロシアへの資源・エネルギー依存度を低減させる必要がある。

 エネルギーの安定的かつ安価な供給の確保を⼤前提に、脱炭素の取組を加速させ、エネルギー⾃給率を向上
させる。

 また、電⼒需給ひっ迫を踏まえ、同様の事態が今後も起こり得ることを想定し、供給⼒の確保、電⼒ネットワーク
やシステムの整備をはじめ、取り得る⽅策を早急に講ずるとともに、脱炭素のエネルギー源を安定的に活⽤する
ためのサプライチェーン維持・強化に取り組む。

 脱炭素化による経済社会構造の⼤変⾰を早期に実現できれば、我が国の国際競争⼒の強化にも資する。

 エネルギー安全保障を確保し、官⺠連携の下、脱炭素に向けた経済・社会、産業構造変⾰への道筋の⼤枠を
⽰したクリーンエネルギー戦略中間整理に基づき、本年内に、今後10年のロードマップを取りまとめる。

 新たな政策イニシアティブの具体化に向けて、本年夏に総理官邸に新たに「GX実⾏会議」を設置し、更に議論
を深め、速やかに結論を得る。

⇒ 2023年2⽉10⽇に「GX実現に向けた基本⽅針」を閣議決定。
同年7⽉28⽇には、同基本⽅針を踏まえ、「脱炭素成⻑型経済構造移⾏推進戦略」

（GX推進戦略）を閣議決定。

『新しい資本主義のグランドデザイン及び実⾏計画』『⾻太⽅針2022』（2022年6⽉7⽇閣議決定）

GX実⾏会議について
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 産業⾰命以来の化⽯燃料中⼼の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギー中⼼に移⾏させ、経済社会シ
ステム全体の変⾰（GX）を実⾏するべく、必要な施策を検討するため、GX実⾏会議を開催。

 GX実⾏会議では、⼤きな論点として以下を検討。
①⽇本のエネルギーの安定供給の再構築に必要となる⽅策
②それを前提として、脱炭素に向けた経済・社会、産業構造変⾰への今後10年のロードマップ
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2011年度 2021年度 2030年度⽬標

再⽣可能エネルギー
（全体）

10.4％
(1,131億kWh)

20.3％
(2,093億kWh)

36-38％
(3,360-3,530億kWh)

太陽光 0.4％ 8.3％ 14-16％

⾵⼒ 0.4％ 0.9％ 5％

⽔⼒ 7.8％ 7.5％ 11％

地熱 0.2％ 0.3％ 1％

バイオマス 1.5％ 3.2％ 5％

再エネ導⼊推移と2030年度の導⼊⽬標

（出典）総合エネルギー統計を基に資源エネルギー庁作成 26



















カーボンリサイクル燃料

出典︓資源エネルギー庁 「カーボンリサイクルロードマップ」 35

 カーボンリサイクル燃料は、⼯場などで排出されるCO２を資源として捉え、分離・回収して燃料等に再利⽤。
 ⼤気中に放出されるCO2削減を図り、気候変動問題の解決に貢献。カーボンニュートラルに貢献する燃料とし

て開発・導⼊・普及に向けて取組を加速する。
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「成⻑志向型カーボンプライシング構想」
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 GX経済移⾏債を活⽤した今後10年間で20兆円規模の先⾏投資⽀援によって、GXに向けた投資を⽀援す
る。

 GXに取り組む期間を設けた上で、賦課⾦や排出量取引等のカーボンプライシング（炭素に値付けをし排出を
規制する措置）を導⼊。 ⇒将来的に排出に伴い費⽤負担が発⽣することとなるため、削減対策への投資を
促す。



規制・⽀援⼀体型促進策の政府⽀援イメージ

今後10年間の官⺠投資額全体
150兆円超

約60兆円〜

資源循環産業
バイオものづくり
CCS

等

約80兆円〜

製造業の省エネ・燃料転換
（例.鉄鋼・化学・セメント・紙・⾃動⾞）

脱炭素⽬的のデジタル投資
蓄電池産業の確⽴
船舶・航空機産業の構造転換
次世代⾃動⾞
住宅・建築物 等

約10兆円〜

再⽣可能エネルギーの⼤量導⼊
原⼦⼒（⾰新炉等の研究開発）

⽔素・アンモニア

等

今後10年間の政府⽀援額 イメージ
約20兆円規模

約6~8兆円

約9〜12兆円

約2~4兆円

⾮化⽯エネルギー
の推進

需給⼀体での
産業構造転換・
抜本的な省エネ

の推進

資源循環・
炭素固定技術

など

イメージ
⽔素・アンモニアの需要拡⼤⽀援
再エネなど新技術の研究開発

など

イメージ
製造業の構造改⾰・収益性向上
を実現する省エネ・原/燃料転換

抜本的な省エネを実現する
全国規模の国内需要対策

新技術の研究開発
など

イメージ
新技術の研究開発・社会実装

など

規制等と
⼀体的に
引き出す
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 各分野が持つ事業リスクや事業環境に応じて、適切な規制・⽀援を⼀体的に措置することで、⺠間企業の投
資を引き出し、150兆円超の官⺠投資を⽬指す。

 世界規模のGX投資競争が展開される中、我が国は、諸外国における投資⽀援の動向やこれまでの⽀援の
実績なども踏まえつつ、必要⼗分な規模・期間の政府⽀援を⾏う。20兆円規模の⽀援については、今後具
体的な事業内容の進捗などを踏まえて必要な⾒直しを⾏う。








